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測量、調査設計等の業務委託の入札における 

低入札価格調査制度について 

 

 

第１ 入札参加者の皆様へ 

 

１ 概要 

 山形県では、建設工事関連業務委託（業務の種類が測量、地質調査（環境調査を含

む。）、土木関係建設コンサルタント、建築関係建設コンサルタント及び補償関係コ

ンサルタントであるものをいう。）の指名競争入札のうち、設計金額が1,000万円以

上（試行的に、県土整備部及び各総合支庁建設部発注の案件については、3,000万円

以上又は総合評価落札方式）及び総合評価落札方式のものについて低入札価格調査制

度を導入しています。 

 低入札価格調査制度とは、地方自治法施行令第167条の10第１項（同令第167条の13

において準用する場合を含む。）に基づき、一定の価格を下回る入札があった場合に

は、その入札価格で適正な業務の履行が可能であるか否かについて調査した上で落札

者を決定する制度です。一定の価格（以下「調査基準価格」という。）とは、入札ご

とに県があらかじめ定める価格です。 

 調査制度の詳しい内容は以下のとおりとなります。調査手続きなどに注意が必要な

ので、よく確認の上、入札に参加してください。 

 

２ 調査基準価格の算定 

 調査基準価格は、次表の業種区分の欄に掲げる業務の種類ごとに、同表の算出基礎

の欄に掲げる予定価格算出の基礎となった額の合計額としています。 

 ただし、その額が入札書比較価格に同表の設定上限の欄に掲げる割合を乗じて得た

額を超える場合にあっては、入札書比較価格に設定上限の割合を乗じて得た額とし、

その額が入札書比較価格に同表の設定下限の欄に掲げる割合を乗じて得た額に満たな

い場合にあっては、入札書比較価格に設定下限の割合を乗じて得た額とします。 

 また、入札に付する業務委託が複数の業務の種類を含むときは、それぞれの業務の

種類について次表に準じて算定した額を合計した額とします。 

 業務等の性質上これにより難いものについては、契約ごとに10分の７から10分の

9.5の範囲内で適宜の割合を入札書比較価格に乗じて得た額とします。 

なお、設計書の単価適用日が令和３年10月１日以降の案件から、調査基準価格に１

万円未満の端数がある場合は、その端数を切り上げます。 

 

 

 

 



入札者用●測量、調査設計等の業務委託の入札における低入札価格調査制度について 

 

 - 2 - 

業種区分 算出基礎 設定上限 設定下限 

イ 測量業務 (イ)直接測量費の額 10分の９ 10分の７ 

(ロ)諸経費（間接測量費と一般管理費等の合

計額）相当額に10分の６を乗じて得た額 

(ハ)測量調査費の額 

ロ 地質調査業務 (イ)直接調査費の額 10分の９ 10分の７ 

(ロ)間接調査費の額に10分の９を乗じて得

た額 

(ハ)諸経費（業務管理費と一般管理費等の合

計額）相当額に10分の６を乗じて得た額 

(ニ)解析等調査業務費が含まれる場合は、当

該業務部分についてハの土木コンサルタン

トの算出基礎を適用する。  

ハ 土木コンサルタ

ント 

(イ)直接人件費の額 10分の９ 10分の7.5 

(ロ)直接経費の額 

(ハ)その他原価の額に10分の９を乗じて得た

額 

（ニ）一般管理費等の額に10分の６を乗じて

得た額 

ニ 建築コンサルタ

ント（工事監理業

務を含む。） 

(イ)直接人件費の額 10分の９ 10分の7.5 

(ロ)技術経費の額に10分の７を乗じて得た額 

(ハ)特別経費の額 

(ニ)諸経費相当額に10分の７を乗じて得た額 

ホ 補償関係コンサ

ルタント（工事損

失調査業務を含

む。） 

(イ)直接人件費の額 10分の９ 10分の7.5 

(ロ)直接経費の額 

(ハ)その他原価の額に10分の９を乗じて得た

額 

（ニ）一般管理費等の額に10分の６を乗じて

得た額 
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業種区分 算出基礎 設定上限 設定下限 

ヘ 建設工事の積算

基準を準用して設

計する業務委託 

(イ)直接作業費の額に10分の9.7を乗じて得

た額 

10分の9.5 10分の7.5 

(ロ)共通仮設費相当額に10分の９を乗じて得

た額 

(ハ)現場管理費相当額に10分の9.5を乗じて

得た額 

(ニ)一般管理費等の額に10分の6.5を乗じて

得た額 

 

 

 ただし、土木コンサルタント及び補償関係コンサルタントの予定価格の算定に当た

って山形県県土整備部制定の設計業務等標準積算基準書に定める設計業務等積算基準

又はこれに準じた積算基準によらない場合は、次表の業種区分の欄に掲げる業務の種

類ごとに、同表の算出基礎の欄に掲げる予定価格算出の基礎となった額の合計額とし

ます。 

 

業種区分 算出基礎 設定上限 設定下限 

土木コンサルタント 

及び 

補償関係コンサルタ

ント（工事損失調査

業務を含む。） 

(イ)直接業務費の額 10分の９ 10分の7.5 

(ロ)技術経費の額に10分の７を乗じて得

た額 

(ハ)諸経費（業務管理費と一般管理費等

の合計額）相当額に10分の７を乗じて

得た額 
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第２ 調査の内容 

 

１ 失格数値基準 

 基準価格を下回る入札が発生した場合、発注機関は、調査基準価格を下回る価格で

入札を行ったすべての入札者に対し、開札日の翌日（翌日が日曜日など閉庁日のとき

は、その翌日）５時までに積算内訳書の提出を求め、提出された積算内訳書に基づき

「数値的判断」を実施します。 

 具体的には、業務の種類ごとに調査基準価格を下回る価格の入札者が提出した積算

内訳書において計上されている各経費の額のいずれかが、当該経費の県積算額に経費

の区分ごとに次表に記載の率を乗じて得た額に満たない場合は、契約の内容に適合し

た履行がなされないおそれがあるものと判断し、詳細な調査を行うことなく直ちに失

格となります。（失格数値基準の適用項目については、別添「建設工事関連業務委託

の調査基準価格及び失格数値基準の適用項目」を参照してください。） 

 また、積算内訳書の合計金額が入札価格と一致しない場合（積算内訳書の合計金額

算出の際に、一括値引き等を行ったことにより、項目毎に失格数値基準の算定ができ

ない場合も含む）も同様に失格となりますので、御注意ください。 

  

業務の種類 経費の区分 率 

(1) 測量業務 イ 直接測量費  85％ 

ロ 諸経費（間接測量費と一般管理費等の合計額）相当額  55％ 

ハ 測量調査費 85％ 

(2) 調査業務 イ 直接調査費 80％ 

ロ 間接調査費 80％ 

ハ 諸経費（業務管理費と一般管理費等の合計額）相当額 55％ 

ニ 解析等調査業務費が含まれる場合は、当該業務部分について

次号を適用する。 

(3) 土木コンサルタン

ト 

イ 直接人件費 95％ 

ロ 直接経費 95％ 

ハ その他原価 90％ 

ニ 一般管理費等 35％ 

(4) 建築コンサルタン

ト（工事監理業務を

含む。） 

イ 直接人件費 95％ 

ロ 技術経費 65％ 

ハ 諸経費相当額 65％ 

(5) 補償関係コンサル

タント（工事損失調

査業務を含む。） 

イ 直接人件費 95％ 

ロ 直接経費 95％ 

ハ その他原価 90％ 

ニ 一般管理費等 35％ 
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業務の種類 経費の区分 率 

(6) 建設工事の積算

基準を準用して設

計する業務委託 

イ 直接作業費 85％ 

ロ 共通仮設費相当額 85％ 

ハ 現場管理費相当額 85％ 

ニ 一般管理費等 60％ 

 

ただし、土木コンサルタント及び補償関係コンサルタントの予定価格の算定に当た

って山形県県土整備部制定の設計業務等標準積算基準書に定める設計業務等積算基準

又はこれに準じた積算基準によらない場合は、業務の種類ごとに調査基準価格を下回

る価格の入札者が提出した積算内訳書において計上されている各経費の額のいずれか

が、当該経費の県積算額に経費の区分ごとに次表に記載の率を乗じて得た額に満たな

い場合に失格とします。 

業務の種類 経費の区分 率 

土木コンサルタント 

及び 

補償関係コンサルタ

ント 

イ 直接人件費 95％ 

ロ 技術経費 65％ 

ハ 諸経費（業務管理費と一般管理費等の合計額）相当額 65％ 

 

 

 判定の結果、失格とならない者のうちに最低価格入札者がある場合は、調査基準価

格を下回る価格の入札者のうち失格とならない者（以下「対象者」という。）に対

し、詳細な低入札価格調査の実施通知を行います。対象者が落札決定を受けるために

は、調査に応じなければなりません。（明らかに調査を受ける意思もなく辞退した場

合は、指名停止その他の必要な措置を講じることになります。） 

 

 

２ 主な低入札価格調査の項目 

(1) 入札価格の積算内容の妥当性 

イ 積算内訳の確認 

ロ 違算の有無 

ハ 直接人件費及び工数の妥当性 

ニ 発注業務仕様（県積算）との整合性 

ホ 業務計画書との整合性 

(2) 業務計画等の妥当性 

イ 業務計画書の妥当性（発注業務仕様との整合性） 

ロ 担当技術者の妥当性 

(イ)担当技術者の資格及び経験の適合性 
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(ロ)担当技術者の業務実施能力 

ハ 従業員配置計画の妥当性 

ニ 外注計画の妥当性 

(3) その他の履行能力 

イ 業務履行実績 

ロ 信用状況 

(4) その他必要な事項 

 

３ 調査方法 

(1) 履行能力調査票の審査 

 対象者に履行能力調査票（以下「調査票」という。）の作成及び提出をしていただ

き、その内容を審査します。 

 調査票の作成については、「履行能力調査票の記入要領」を参照してください。 

(2) ヒアリング調査 

 「調査票」の内容について、聞き取り調査を行います。聞き取り調査では、調査票

に示された積算内容・業務計画で低価格（＝入札金額）での業務履行が可能であると

する根拠資料を提出（又は提示）していただきます。 

 

 

第３ 調査手順 

 

 調査手順の流れと基本的なスケジュールは次のとおりとなります。提出期限などが厳

密に定められておりますので、入札前に全体の流れを十分把握してください。 
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低入札価格調査制度フロー図（建設工事関連業務委託）

（調査基準価格未満のすべての入札者について確認）

基準未満

基準以上

（次順位者の確認）

是正通知

是正なし

※ヒアリング２日前までに通知

持参

是正通知

是正なし

不適正

適正

※業務の種類ごとに、各経費が失格
　数値基準に満たない場合は失格

県記入箇所入力・分析

数
値
的
判
断

低入札価格調査実施通知

開札日

翌日

（２日間）

（２日間）

入　　札

積算内訳書の提出

提出期限

指 名 通 知

開　　札

履行能力調査票の提出

ヒアリング実施通知

調査基準価格を下回る入札

落札決定の保留

失　　格 失格数値基準による判定

即時判断可能な①と
②の失格基準に該当
する者は調査省略

落札者決定・契約締結

翌日

（２日間）

調査票の内容確認是正通知

翌日

是正通知

（概ね７日間）

失　　格

挙証資料の準備 ヒアリング調査

資料の不備

是正資料・根拠
資料等の提出

低入札価格調査表作成

公正入札調査委員会

受　　付

低
入
札
価
格
調
査

※失格基準
　①低落案件の成績
　②低落手持ち業務あり

日　　程 入　札　者 発　注　者

ヒアリング

（５日間）

是正資料の提出

通知日
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【調査手順に関する留意事項】 

（調査票の提出について） 

 調査票の提出は、低入札価格調査の実施通知日を第１日とし、閉庁日を含めた５日

目の午後５時が提出期限となります。 

 提出した調査票やヒアリング調査に関して是正を通知された場合には、是正内容の

提出期限は通知日（通知文の日付）の翌日の午後５時となります。 

 いずれの場合も、提出期限が土曜日や日曜日などの閉庁日に当たる場合は、その翌

日（月曜日など）が提出期限となります。なお、提出期限の延長は一切ありませんの

で注意してください。 

 全ての提出物は、直接持参となります。（代理人による持参は認めますが、郵送や

宅配便による提出は認めません。） 

 

（ヒアリング調査の実施について） 

 ヒアリング通知は、実施日の２日前までに通知されることになります。最低価格入

札者の場合は、原則として、調査票提出後概ね７日以内にヒアリングが行われること

になりますので、準備を整えておいてください。 

 提出された調査票の不備やヒアリング調査において計上費用等の不適正が判明した

場合の是正通知は、一度しか行われません。是正した内容に不備がある場合には、是

正されない取扱いとなります。 

 ヒアリング通知で指定された確認資料をヒアリング時に提示できない場合には、是

正の通知は行われません。指定された確認資料を提示できない場合は、根拠書類が提

示されない取扱いとなります。なお、持参を忘れた場合、ヒアリング終了までの間に

ヒアリング会場へ資料を届けさせることは認めます。 

 

 

第４ 判断基準 

 

 調査票の審査とヒアリング調査により、次の判断基準に該当する対象者は、落札決定

を受けることができません。 

 判断基準に該当するかどうかを確認するため、ヒアリング調査時に調査票の積算内容

を挙証できる書類を提示していただきます。挙証できる書類が提示できなかった場合や

提示された書類が常識的な範囲を逸脱している場合には、原則として失格になります。 

 計上費用等に不適正な点があれば是正を求めますが、是正の結果、各経費の計上額が

変わり、失格数値基準に該当することになったときも失格となります。 

 また、判断基準の中には、詳しい調査をするまでもなく対象者が該当することが明白

になるものもありますが、こうした場合には、調査票の審査やヒアリング調査の実施を

省略することがあります。 
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【低入札価格調査の判断基準】 

(1) 対象者が調査に応じないとき又は調査資料を指定期日までに提出しないとき。 

(2) 対象者に契約の意思がないことを確認したとき。 

(3) 対象者が入札金額の範囲内で適正な業務の履行が確保できることを証明できない

とき。 

(4) 業務の履行に必要な経費が入札金額を超えるとき。 

(5) 対象者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 調査実施年度及びそれ以前の過去２年度に山形県が発注した建設工事等関連業

務委託において、調査基準価格に満たない価格をもって対象者と契約した業務に

ついて、成績評定点が70点未満のものがあるとき。 

ロ 山形県が発注した建設工事関連業務委託（平成21年１月26日以降に発注した案

件に限る。）のうちに、調査基準価格に満たない価格をもって対象者と契約し、

開札日現在履行中のものがあるとき。 

ハ その他明らかに契約の履行が困難と見込まれるとき。 
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建設工事関連業務委託の調査基準価格及び失格数値基準の適用項目 

 

  建設工事関連業務委託における調査基準価格及び失格数値基準の適用項目は下記の

とおりです。 

 

 

（１）測量業務費の構成 

消費税相当額

測量業務価格

測量業務費

測量作業費

測量調査費

直接測量費

間接測量費

一般管理費等

直接人件費

機械経費

材料費

直接経費

その他

諸経費

技術管理費

精度管理費

成果検定費

情報共有システム
利用に係る費用

電子成果品作成費

安全費

基地関係費

旅費交通費

 
 

 

凡例 

黄：直接測量費 

青：測量調査費 

桃：諸経費相当額 
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（２）地質調査業務費の構成 

直接経費 水道光熱電力料

情報共有システム
利用に係る費用

地盤情報データ
ベースに登録する
ための検定料

電子成果品作成費

特許使用料

地
質
調
査
業
務
費

調
査
業
務
価
格

一
般
調
査
業
務
費

消費税相当額

解析等調査業務費

純
調
査
費

直接調査費

材料費

直接人件費

機械経費

運搬費

準備費

仮設費

安全費

間接調査費

その他

一般管理費等

業務管理費

借地料

諸経費

旅費交通費

施工管理費

営繕費

 
 

 

 

３）設計業務等（土木コンサル・補償コンサル・建築コンサル）業務委託料の構成 

① 土木コンサルタント・補償関係コンサルタント 

消費税相当額

間接業務費

一般管理費等

特許使用料

業務価格

業務管理費

技術経費

諸経費

事務用品費

旅費交通費

電子計算機使用料
及び機械器具損料

直接経費

直接業務費

業務委託料

直接人件費

                                   

 

 

凡例 

黄：直接調査費 

橙：間接調査費 

桃：諸経費相当額 

青：解析等調査業務費 

凡例 

黄：直接業務費 

青：技術経費 

桃：諸経費相当額 
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② 土木コンサルタント（県土整備部設計業務等積算基準による場合） 

直接原価
業務原価

業務委託料

直接人件費

旅費交通費

電子成果品作成費

電子計算機使用料
及び機械器具損料

特許使用料

業務価格

消費税相当額

間接原価
その他原価

一般管理費等

その他

直接経費

情報共有システム
利用に係る費用

 

                                

 

③ 補償関係コンサルタント（県土整備部設計業務等積算基準による場合） 

直接原価
業務原価

業務委託料

直接人件費

材料費等

旅費交通費

作業費

業務価格

消費税相当額

間接原価
その他原価

一般管理費等

その他

直接経費

情報共有システム
利用に係る費用

 

 

 

④ 建築物の設計及び工事監理 

設計業務等委託料

直接人件費

諸経費

技術料等経費

特別経費
消費税等相当額

業務価格

 

 

凡例 

黄：直接人件費 

青：直接経費 

橙：その他原価 

桃：一般管理費等 

凡例 

黄：直接人件費＋特別経費 

青：技術料等経費 

桃：諸経費相当額 

凡例 

黄：直接人件費 

青：直接経費 

橙：その他原価 

桃：一般管理費等 

凡例 

黄：直接人件費＋特別経費 

青：技術料等経費 

桃：諸経費相当額 


